




とは出訴期限(statute of limitations: 出訴期限法とも訳される)のことであ
る。アメリカでは、期限内に訴えを提起しなければ手続法上何の権利も主
張できない効果を生じさせると考えられている（1）。
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(fee simple)侵害を回復するための権利令状(writ of right)による訴え提起
に時間的制限がかけられ、そして13世紀初頭のヘンリー３世の治世下で
マートン法(statute of Merton: 20 Hen. III, c. ２)により訴権の消滅が規定さ
れた。その後、13世紀後半のエドワード１世の治世下でも訴権の消滅を
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章(Statute 21 James I. ch. 16.)が制定されたからである。本章は、不動産侵
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ヨーク州民事訴訟規則(Civil Practice Law and Rules: CPLR)で、出訴期限が進
行した未成年者または精神障害を負った者は訴え提起の時間延長(extended 
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これについて、オレゴン州控訴裁判所は1982年にKearney v. Montgomery 
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れた場合には、エクィティに由来して出訴期限の進行停止を認めてい
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た。出訴期限が制定法により規定されることはコモン・ローのみならずエ
クィティ裁判所においても受容され、アメリカに継受されたのである。コ
モン・ローを主たる法源とするイングランドにおいては、出訴期限は例外
的に立法に拠るものであった。
アメリカではイングランドから出訴期限の概念を継受して以来、イング
ランドと同様に議会の立法に拠るものとされてきた。出訴期限を継受して
自らが制定し始めるようになった初期、つまり19世紀のアメリカにおい
ては、出訴期限の根拠を巡る議論が続いた。原告の期限内に訴えを提起し
ない選択が自らの救済を否定すること、そして州議会が出訴期限を定める
裁量をもつとして、出訴期限を正当化してきたのである。それ以降も検討
が加えられた。現在では、記憶が喪失するため時機を失った請求を禁止す
べきことや、時間経過とともに安寧化された紛争の反復を避けること、さ
らにいかなる者にも一律に一定期間の経過により訴権を消滅させて恣意性
を排除する目的があると考えられている。
訴権を消滅させ救済を否定する出訴期限は厳格である。しかし、その進
行を停止させることにより厳格性が緩和される。出訴期限の進行停止が対
象とされるものには未成年者などであるが、これは行為能力が制限される
ことを理由として訴え提起期間の厳格性が緩和されているからである。こ
の点については日常的な事項が処理できない状態であると位置づけられる
精神障害者も同様である。収監者については、被告が州外にいる場合や兵
役にある場合と同様に、現実に訴え提起が困難になるからである。
訴え提起が困難になる場合に限り、立法により出訴期限の進行が停止さ
れる。裁判所は原則的に法適用をするのみである。裁判所が出訴期限の進
行提起に関わるのは、被告による不正な隠蔽行為が存在したかを審理する
際に限定される。その際にはエクィティで許容されるかが問われる。つま
り、裁判所はエクィティ上の権限を根拠にして出訴期限に関わることがで
きるということである。このような状況の下では、アメリカにおける出訴
アメリカ不法行為法における出訴期限（楪） 89
期限という訴権の消滅をもたらす法制度は、歴史的制度継続性を踏まえて
議会による原則と例外化、さらに裁判所による例外の補充化を通じて複雑
に構成されているのである。
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